
－新カリキュラム対応－

介護実習指導の内容とポイント

介護福祉士養成課程のカリキュラム改正により
介護実習指導の内容やポイントが変わります

上記のいずれかに　  が入った方は、

介護福祉士実習指導者講習は受講してはいるものの

介護福祉士養成課程のカリキュラム改正が行われたことを知らない

介護実習に３つの「教育に含むべき事項」が示されたことを知らない

新カリキュラムに対応した実習指導について

アップデートし、適切な実習指導を行いましょう！

令和元年度に、日本介護福祉士会が都道府県の介護福祉士会と協力し
て全国的に実施した「新カリキュラム対応　介護実習指導研修」で使
用したスライド資料を共有させていただきます。ぜひご活用ください。

※都道府県介護福祉士会では、令和２年度から、新カリキュラムに対応したテキストを
使用した介護実習指導者講習会を開催します。

※新カリキュラムに対応した実習指導方法を学ぶ研修を実施する介護福祉士会もござい
ますので、ご関心のある方は、お近くの介護福祉士会にお問い合わせください。



新カリキュラムの「介護実習」に示された 3つの「教育に含むべき事項」とは？

新カリキュラムでは、「介護実習」に①介護過程の実践的展開、②多職種協働
の実践、③地域における生活支援の実践3つの「教育に含むべき事項」が示さ
れました。「新カリキュラム対応　介護実習指導研修」では、これらを踏まえ
た介護実習における指導のあり方を学びます。

新しい教育内容に対応した実習は、いつからやらなくてはいけないのですか？ 

【介護実習の教育内容】

教育に含むべき事項 留意点 想定される教育内容の例

介護過程の実践的
展開

介護過程の展開を通して対象者を理解し、本人主
体の生活と自立を支援するための介護過程を実践
的に学ぶ内容とする。

1）実習を通した介護過程
の展開

多職種協働の実践

多職種との協働の中で、介護福祉士としての役割
を理解するとともに、サービス担当者会議やケー
スカンファレンス等を通じて、多職種連携やチー
ムケアを体験的に学ぶ内容とする。

1）実習を通した多職種連
携の実践

地域における生活
支援の実践

対象者の生活と地域との関わりや、地域での生活
を支える施設・機関の役割を理解し、地域におけ
る生活支援を実践的に学ぶ内容とする。

1）対象者の生活と地域と
の関わり

2）地域拠点としての施設・
事業所の役割

介護実習指導者は、介護実習指導者講習を受けなおさないといけないのですか？

A

Ｑ

新カリキュラムは、2019年4月より大学等の４年課程から順次導入され、
短大や専門学校などの2年課程は2021年度より導入されます。介護実習
については、2021年度を待たずに「新しい介護実習」を取り入れること
が期待されています。

A

Ｑ

制度上、受けなおす必要はありませんが、新カリキュラムでは介護実習に新
しい内容が追加されており、適切な指導をするためには、その内容の理解は
欠かせません。介護実習指導者の皆さんには、都道府県介護福祉士会が企画
する「新カリキュラム対応　介護実習指導研修」を積極的に受講されること
が期待されています。

A

Ｑ

実習指導者以外のスタッフは、新しい教育内容に対応した介護実習に
どのように取り組めばよいでしょうか？

日本介護福祉士会では、実習指導者及びスタッフ、養成校の教員向けに、
新しい教育内容に対応した「実習指導のためガイドライン」を作成しま
した。日本介護福祉士会のホームページで公開していますので、ダウン
ロードするなどしてご利用ください。

A

Ｑ
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● 介護福祉士に求められる役割が整理され、併せて、この役割を担う

ことができる介護福祉士を養成するためのカリキュラムが見直され

ました。

● 今後、新たなカリキュラムに対応した介護実習を適切に展開して

いくことが求められます。

● このような要請を踏まえ、この研修では新たなカリキュラムで学ん

だ実習生を円滑に受け入れる、また、介護実習をより効果的に展開

できるようにすることを目的に実施するものです。

研修の目的
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